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男女共同参画基本計画に関する施策の評価等について 
 
（分野名）高齢者の自立した生活に対する支援について 
 
（施策名）（２）高齢期の経済的自立につなげるための制度や環境の整備 
 
１ 主な施策の取組状況及び評価 

 

平成 15 年度税制改正において、現状では共働き世帯数が専業主婦世帯数を上回るようになっていると

いうこと、女性の就業に関する選択等に中立的でないといった指摘もあること等を踏まえ、配偶者特別

控除のうち配偶者に上乗せして適用される部分を廃止（平成 16 年分の所得税から適用。） 

 

 

２ 今後の方向性、検討課題等 

抜本的な税制改革に向けた基本的考え方（平成 19 年 11 月政府税制調査会） 

第２ 各論 

１．個人所得課税 

 (4) 世帯構成と税負担のあり方 

個人所得課税においては、個人単位課税を基本としつつ、人的控除という仕組みにより家族の個別の事

情に配慮することが適当であるが、個々の人的控除制度については、以下のような議論があった。 

① 配偶者との関係 

配偶者控除等（配偶者控除・配偶者特別控除）については、以下のような観点から見直しを図るべきと

する意見が多く見られた。 

イ 男女共同参画が進んでおり、また、配偶者の家事労働には納税者本人にとっての経済的価値等があ

る 

ロ 現行制度は配偶者の就労の中立性を阻害している 

ハ 納税者本人は配偶者控除等の適用を受け、配偶者が基礎控除の適用を受けることで、二重に控除を

享受する場合がある 

ニ 配偶者控除等を見直し、その財源を子育て支援に充ててはどうか 

他方で、夫婦は生活の基本的単位であり、現行制度を維持すべきとする意見もあった。 

配偶者控除等のあり方については、上記のような様々な意見を踏まえて見直しを図ることも考えられ

る。その際、配偶者控除等の見直しにより税負担が急激に増えることは避けるべきであり、他の控除の

見直し等も踏まえる必要がある。 

 

 

所得税法等の一部を改正する法律（平成 21 年法律第 13 号）（抄） 

 

附 則 

 

（税制の抜本的な改革に係る措置） 

第百四条 政府は、基礎年金の国庫負担割合の二分の一への引上げのための財源措置並びに年金、医療

及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用の見通しを踏まえつつ、平

成二十年度を含む三年以内の景気回復に向けた集中的な取組により経済状況を好転させることを前
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提として、遅滞なく、かつ、段階的に消費税を含む税制の抜本的な改革を行うため、平成二十三年度

までに必要な法制上の措置を講ずるものとする。この場合において、当該改革は、二千十年代（平成

二十二年から平成三十一年までの期間をいう。）の半ばまでに持続可能な財政構造を確立することを

旨とするものとする。 

２ 前項の改革を具体的に実施するための施行期日等を法制上定めるに当たっては、景気回復過程の状

況、国際経済の動向等を見極め、予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる仕組みとするものとし、

当該改革は、不断に行政改革を推進すること及び歳出の無駄の排除を徹底することに一段と注力して

行われるものとする。 

３ 第一項の措置は、次に定める基本的方向性により検討を加え、その結果に基づいて講じられるもの

とする。 

一 個人所得課税については、格差の是正及び所得再分配機能の回復の観点から、各種控除及び税率

構造を見直し、最高税率及び給与所得控除の上限の調整等により高所得者の税負担を引き上げると

ともに、給付付き税額控除（給付と税額控除を適切に組み合わせて行う仕組みその他これに準ずる

ものをいう。）の検討を含む歳出面も合わせた総合的な取組の中で子育て等に配慮して中低所得者

世帯の負担の軽減を検討すること並びに金融所得課税の一体化を更に推進すること。 

二～八 省 略 

 

 

 

 

 

３ 参考データ、関連政策評価等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


